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概要：本研究の目的は，ユーザーとサービス提供者間で提供するプライバシー情報と享受する便益の間の
十分な合意形成を行うためのプロセスを検討することである．Marian(2014)らをはじめとする従来の研究

では，ユーザーのプライバシーに関する知識を向上させることにより，適切なプライバシー情報開示を支

援することを目的としている．これに対し，本研究ではユーザーはプライバシー情報を開示する上で，提

供するプライバシー情報に関する知識に加え，それと引き換えにサービスから得られる便益を重要な判断

基準としている点に着目する．ユーザーとサービス提供者間で，開示するプライバシー情報と，その開示

によって得られるサービスの内容を比較し，プライバシー情報開示の可否を判断するという合意形成のプ

ロセスにおいては，ユーザーの適切なプライバシー情報開示をに必要な要素を検討し，その判断を支援す

ることが重要である．本稿では，ユーザーの便益に対する価値観を測定するための尺度を作成した．これ

に加え，プライバシー情報を開示する場面を想定した際に，ユーザーが得られる便益とプライバシー開示

行動との関係を明らかにする．また，ユーザーにより異なるサービスへの理解度が便益の評価やプライバ

シー開示行動へ影響を与えるという仮定の下で，その影響を明らかにする．
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An Investigative Study of Consensus Building Process in Privacy
Disclosure Using benefit scale
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Abstract: In this paper, we invesitaged the process of consensus building between users and service providers
considering the privacy information and benefits. In conventional researches such as Marian (2014) et al.,
and others, the purpose is to support an appropriate privacy information disclosure by improving users’s
privacy knowledge. On the other hand, in this paper, we focus on the fact that users have not only the
knowledge about the privacy information to be provided but also the benefit obtained from the service in
exchange for it as an important criterion for the disclosure of the privacy information. In the process of
consensus-building between users and service providers, it is essential to examine the elements necessary for
appropriate disclosure of users’ privacy information and to support the decision by comparing the disclosed
privacy information with the contents of services obtained by the disclosure. In this paper, we developed a
scale to measure users’ perceived intentions for benefits. In addition, the relationship between the benefit
received by the user and the privacy disclosure behavior is clarified, assuming the situation in which a user
disclosed privacy information. Furthermore, we clarified the effect of the intelligibility to the service on the
relation.
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1. はじめに

サービスを利用するにあたり，プライバシー情報の開示

が求められる機会は極めて多い．特に近年ではパーソナル

データの利活用などを背景に，サービスの運用そのものに

プライバシー情報が必要不可欠となってきている．

サービス提供者へプライバシー情報を開示する（以下，

プライバシー情報開示行動，あるいは単に開示行動と呼ぶ）

にあたって，その開示行動がどのような意識・情報に基づ

き決定されているかを突き止めることは，ユーザーの適切

なプライバシー情報管理，またサービス提供者による適切

なプライバシー情報開示要求の両面から重要である．

プライバシー分野におけるユーザー意識に関連する研究

に関しては，オンライン取引におけるプライバシーリスク

の認識に関する研究 [1], [2], [3]をはじめとして，プライバ

シー情報開示リスクへの理解度 [4]や，ユーザーのプライ

バシー情報管理能力 [5]などを評価するための評価尺度が

提案されるなど，主に提供するプライバシー情報へのリス

ク意識・不安の認識を評価する研究が行われきた．しかし，

実際の開示行動においては，プライバシー情報開示行動の

リスクだけでなく，開示によって享受し得る利益（便益）

を考慮し，これらのリスクと便益がユーザーにとって合意

し得ると判断した際にプライバシー情報を開示することを

決定していると考えられる．本稿では，このような開示に

よって得られる便益を考慮したプライバシー情報開示に対

する意思決定プロセスを合意形成プロセスと呼ぶこととす

る．ユーザーの合意形成プロセスを支援する仕組みとして

広く使われてきた方法としてプライバシーポリシーがある

が，実際にはプライバシーポリシーを読んでいるユーザー

は少なく，形骸化していることが多いという指摘 [6], [7]

や，その要因が文章が冗長である点や理解困難であるこ

とにあると指摘する報告 [8], [9]もされている．これに対

し，文章要約によりその原因を解決するための仕組みなど

も提案されている [10]が，合意形成プロセスにおける最終

的な判断はプライバシー意識だけでなく，ユーザーが得る

対価，すなわちサービスの価値にも依存する．これらをふ

まえると，プライバシーポリシーの形骸化対策と同時に，

ユーザーに対して利用するサービスの有用性や価値を正し

く理解させることで，合意形成プロセスを支援する仕組み

の開発が必要であると考えられる．

本稿が対象とする合意形成のプロセスは，サービスの有

用性や価値（以下，単に便益と呼ぶ）が重要な要素となる

が，一方でこの便益は，ユーザーの主観的意識よって変動

するという問題が存在する．たとえば，同じサービスを利

用したとしても，そのサービスにどの程度の価値を感じる

かはユーザによって異なる．また，たとえ便利な機能が実

装されていたとしても，その使い方がユーザーに理解され

ていなければ意味がない．プライバシー研究分野におい

て，サービスの価値や報酬がプライバシー開示行動に与え

る影響を考察した研究は過去にも存在する．しかし，サー

ビスの有用性や価値に対するユーザーの理解に着目した検

討はほとんどされていない．

そこで本稿は，合意形成プロセス支援のための第一歩と

して，ユーザーの便益に対する価値観や，サービスに対す

る理解度が合意形成行動に与える影響を明らかにすること

を目的とする．プライバシー合意形成プロセスの構成概念

を，「プライバシー意識」，「便益の評価」，「便益の大きさ」，

「サービスの理解度」，「プライバシー情報の開示」という 5

つの構成要素に整理した後，これらの構成概念に焦点を当

てた質問紙調査をクラウドソーシングを用いて行う．得ら

れたアンケート結果から，因子分析を用いた便益評価用尺

度の作成，および妥当性の検証を行った後，「サービスの理

解度」を固定因子とした多変量分散分析を行うことでサー

ビスへの理解度の高さがユーザーのプライバシー開示行動

に与える影響について調査を行なった．

2. プライバシー情報開示における合意形成プ
ロセス

2.1 合意形成プロセスの構成要素

本稿における合意形成プロセスを構成する要素は，当該

状態の定義から，「プライバシー意識の評価」，「便益の評

価」，「行動意図の評価」の 3つに分けて議論することがで

きる．まず，「プライバシー意識の評価」に関して，プライ

バシー情報開示に対する不安の大きさがプライバシー情報

開示に影響を与えることがこれまでにも指摘されてきてい

る [1], [2]．この不安感をプライバシー意識の尺度として評

価することは自然であり，これまでもその方法が提案され

ている [4]．また，Simらはこれに加え，ユーザーが日常的

に存在するプライバシー漏洩リスクをどの程度把握してい

るかがプライバシー意識の構成要素であるとしている [11]．

本稿では，これらの要素を考慮してプライバシー意識評価

の検討を進める．

「便益の評価」においては，多種多様な便益と，それら

に対するユーザーごとに異なる価値観をいかにして評価す

るかが重要となる．本稿では，便益をユーザーがどれだけ

必要とするか，また優先するかという意識にユーザーごと

の差異が現れると仮定し，評価を進める．著者らは過去に

このような仮定の下でアンケート調査に基づき便益評価因

子を抽出する検討を行なっており [12]，この結果から得ら

れるユーザーの便益は主に「コミュニケーション」，「実体

的な利益」，「利便性」の 3つの便益に分類できることがわ

かっている．なお，ここでコミュニケーションは，人との

つながり，自分の考えや思いを相手に伝えたい感情，実体

的な利益は金銭や商品，金銭や商品に還元できるポイント

などの便益，サービスの利便性はサービスから得られる利
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便益の大きさサービスの理解度

デモグラフィック変数プライバシーに対する懸念

コミュニケーション

実体的利益

サービスの利便性

便益の評価

プライバシー意識の評価

行動意図の評価

H4 H3

H2

H1

H4

H5

図 1 本研究のリサーチモデル

便性への追求や自分に合うサービスの追求，とそれぞれ定

義できる．また，「便益の評価」に関連する要素として「便

益の大きさ」を取り上げ，これらの要素を考慮しながら便

益評価の検討を進める．

「行動意図の評価」においては，プライバシー意識や便益

の評価といった要素と実際のプライバシー開示行動に与え

る関係を評価する．ここで，行動意図とは，人が新しい環

境が生じた場合に自ら行うであろう行動を想像して報告し

たデータ，すなわち行動意図（Behavioral Intention）デー

タを取得することを通じて人の将来の行動に対する評価を

行う社会心理学の手法である [13]．これまでにも，便益や

プライバシー意識と行動意図との関係については多くの報

告が行われている [14], [15]．しかし，これらは便益の大き

さや便益そのものへの理解度といった，行動意図に影響を

与えうる要素の評価を行なっていない．本稿ではこれらの

要素を考慮した行動意図の評価を検討していく．

最後に，行動意図の評価に関連して，ユーザーのサービ

スへの理解度を取り上げる．プライバシー合意形成に関連

した研究においては，前述の通り，プライバシーリスクへ

の理解やプライバシーポリシーの内容についての理解が行

動意図に影響を与えることが報告されてきた．本稿ではこ

れに加え，サービスから得られる便益へのユーザーの理解

度をプライバシー合意形成を構成する要素の 1つとして取

り上げ，検討を進める．

2.2 リサーチモデル

2.1節で整理した構成要素にしたがい，プライバシー合

意形成モデルをリサーチモデルとして図 1に定義する．さ

らに，図 1に従い，本研究における仮説を次のように定義

する．

(H1)プライバシー意識と行動意図には，負の相関がある

(H2)便益と行動意図には，正の相関がある

(H3)便益の大きさが変化すると行動意図に影響を与える

(H4)サービスへの理解度の違いが，「便益の評価」と「行

動意図の評価」の関係に影響を与える

(H5)ユーザーの行動意図に影響を与える便益は，コミュ

ニケーション，実体的な利益，サービスの利便性である

表 1 アンケート調査で用いたアンケートの構成
　　

カテゴリ 内容 質問数

アンケートの概要 本アンケートの説明，アンケート参加の同意確認

便益の評価 便益に対する感覚を測る質問 34

プライバシー意識の評価 プライバシーの懸念に関する質問 12

行動意図の評価 プライバシー情報を提供することに対する質問 4

デモグラフィック変数 5

サービスへの理解度 YouTube の機能を認知しているかに関する質問 1

注意力テスト (IMC) 参加者が努力の最小限化してないかを確かめる質問 2

3. 手法

本章では，前章で述べた仮説を検証するためのアンケー

ト調査について述べる．本調査は，2019年 8月 14日に実施

された．参加者はクラウドソーシングサービスの lancers.jp

を用いて募集し，仮説検証のため作成したアンケートへの

回答を依頼した．

3.1 参加者

本調査では 300 人の参加者を募集し、298 人が参加し

た．参加者には，アンケート調査の報酬として 100円を支

払った．

3.2 手順

参加者は Lancers.jp のアカウントを登録し，タスクに

記載されているアンケート URLからアンケートに移り，

LimeSurvey(https://www.limesurvey.org) によって作

成されたアンケートに匿名で回答した．行動意図の評価に

関する質問項目に関しては，便益の大きさが異なるシナリ

オ Aとシナリオ Bの 2種類の質問項目を用意し，参加者

をいずれかのシナリオにランダムに振り分けた．アンケー

ト終了後，参加者固有のタスク完了パスワードが表示され，

パスワードを lancers.jpのタスク依頼時に作成したフォー

ムに入力することで，タスクは完了する．一人あたりのア

ンケートの実施時間は，アンケート概要の説明からタスク

完了パスワードの入力完了までで，およそ 12分であった．

3.3 アンケート調査

今回のアンケート調査では，「便益の評価」，「プライバ

シー意識の評価」，「行動意図の評価」，「基本情報」，「サー

ビスへの理解度」，「IMC」の 6項目を作成した．各項目の

質問数は，表 1に示す*1．

「便益の評価」，「プライバシー意識の評価」，「行動意図

の評価」の質問項目は，（全くそう思わない (1) ～ とても

そう思う (7)）または（低い (1) ～ 高い (7)）の 7段階の

リッカート尺度でそれぞれ回答する．なお，本調査では，

「全くそう思わない (1)」のように数値を併せて示すことで，

*1 「便益の評価」以外のアンケート項目については紙面の都合から
割愛し，下記のWebサイトに掲載する．https://github.com/

ohkilab/privacy-consensus-building

－758－



参加者間での尺度間隔を一定としている．このため分析に

おいてはリッカード尺度を間隔尺度として扱う．

また，参加者が，質問項目を読まずに適当に回答するこ

とを防ぐために，評価尺度の質問項目の中に「この質問に

は，「かなりそう思う (6)」の選択肢をクリックしてくださ

い」や長文の質問項目の最後に「以下の 5つのどの選択肢も

クリックしないでください．」といった IMC(Instructional

manipulation check)[16]を加えることで，長文の質問項目

を読まずに回答した参加者や質問項目に適当に回答をし

ている参加者を弾けるようにした．加えて，参加者のアン

ケートを回答するのにかかる時間を測定することで，質問

項目を読まずに適当な回答をしている参加者を弾けるよう

にした．

アンケートを通じて，プライバシー合意形成プロセスの

構成要素である「プライバシー意識の評価」，「便益の評

価」，「行動意図の評価」，および「便益の大きさ」と「サー

ビスへの理解度の高さ」によるこれらに構成要素への影響

を調査する．

3.3.1 プライバシー意識の評価

プライバシー意識の評価がプライバシー情報開示行動に

影響を与えている (H1)と仮定し，どのような影響を与え

ているかを調査するために「プライバシー意識の評価」を

設けた．ここで，「プライバシー意識の評価」に関する質問

項目として Malhotraらによる IUIPC[4]および Simらに

よる IPSA[11]を使用する．IUIPCは，プライバシー提供

リスクへの理解，不安を測定する尺度を，IPSAは，プラ

イバシー情報の認識，管理能力を測定する尺度である．

3.3.2 便益の評価

(H5)で述べたように，ユーザーに影響を与える便益は，

コミュニケーション，実体的な利益，サービスの利便性の

3つを想定した．想定した要素により便益が構成されてい

るかを調査するために，本調査には著者らが過去に作成し

た評価尺度 [12]を用いるが，本尺度については，一部の下

位尺度の信頼性が低いといった問題が存在したため，既存

の質問項目を基にして，新たに便益評価尺度用質問項目リ

ストを作成し，尺度を検討した．予備調査により，39問

の質問項目で調査を行い，16問の質問項目を削ったのち，

11問の質問項目を追加し，34問の質問項目で本調査を行

なった．

3.3.3 行動意図の評価

本アンケート調査では，参加者にプライバシー情報を開

示する場面を想定したシナリオおよび質問項目に回答して

もらい，「便益の評価」および「プライバシー意識評価」が

「行動意図の評価」に与える影響の有無 (H1)，(H2)を調

査する．アンケート調査での「行動意図の評価」は，「便益

の評価」に関する質問項目と同様に著者らが作成した「行

動意図の評価」のためのシナリオおよび質問項目を修正し，

使用した．参加者に提供するシナリオにおけるサービスは，

幅広い年齢層の参加者が参加することを想定し，サービス

利用者が多く，どの年齢層のユーザーも一定数が使用して

いる動画共有サービスに設定した．シナリオにおいて参加

者はアカウント名とメールアドレスをすでに提供し，動画

共有サービスにおいて動画投稿および動画を自由に閲覧で

きる状況にある．ただし，動画を閲覧する際は，5分につ

き 15秒の広告が表示されるようになっている．この状況

において，参加者は新たなサービスプランが発表されたこ

とを知らされる．新たなサービスプランでは，広告の非表

示，投稿されている動画へのコメント機能，動画投稿主の

お気に入り登録機能，投稿されている動画の人気ランキン

グの表示，AIによるおすすめ動画表示機能，動画のダウン

ロード再生機能が新たに追加される．プランを変更するた

めには，提供しているプライバシー情報に加えて，さらに

実名，性別，生年月日に加え，閲覧した動画の履歴，趣味

嗜好に関するいくつかの質問に対する回答を提供する必要

がある*2．ここで，新しいサービスの内容，およびその利

用のために提供が必要なプライバシー情報の詳細は文章お

よび図により説明が行われる．

この時，参加者はプラン変更に関してプライバシー情報

を提供する見込みはあるか，提供することはあり得るか，

提供する気はあるか，提供することは可能かの，4つの質

問項目に回答する．この質問項目は，既存の質問項目 [4]

を参考に作成した．

3.3.4 便益の大きさの評価

今回のアンケート調査では，「行動意図の評価」で参加

者に提供するシナリオとして，便益の大きさが異なる 2種

類のシナリオにより参加者を 2つの群に分割することで，

得られる便益の大きさが変化することによる行動意図への

影響 (H3)を検証する．ここで，便益の大小は，新たに得

られるサービスの使用可能な範囲を制限することにより大

小の差をつけた．参加者には便益の異なる 2種類のシナリ

オのうちどちらか 1つのシナリオが提示され，そのシナリ

オを想定した上で以降の質問項目に回答することが求めら

れる．

3.3.5 サービスへの理解度

本稿では，行動意図を測定するシナリオとして動画共有

サービスに基づくシナリオを作成したため，動画共有サー

ビスに対する理解度を測るためのサービス理解度質問項目

を作成した．本シナリオで扱う動画共有サービスは架空の

サービスであるが，仮想的にその理解度を計測するための

対象として，ここでは，多くのユーザーが既に利用したこ

とがあり，かつ本シナリオのサービスと類似性が高いと予

想される YouTubeの利用経験を理解度として扱うことと

した．YouTubeの代表的機能として「動画を投稿する」，

*2 シナリオ文章の全文は紙面の都合から割愛し，下記
の Web サイトに掲載する．https://github.com/ohkilab/

privacy-consensus-building
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「動画をダウンロードする (オフライン再生)」，「動画を人

気順に並び替える」，「動画を人気順に並び替える」，「投稿

されている動画に対してコメントする」，「動画投稿主の

チャンネルを登録する」，「あなたへのおすすめ (の動画)を

表示する」，「広告を非表示にする」の 7つの機能を取り上

げ，これらの利用経験の有無を調査した．7項目のうち 4

つ以上の機能に利用経験ありと回答した参加者を高理解度

群に，それ以外の参加者を低理解度に分類した．ここで得

られたサービス理解度の違いが「便益の評価」と「行動意

図の評価」の関係に影響を与えているか (H4)を検証する．

3.3.6 デモグラフィック情報

一般的なデモグラフィック情報として参加者の性別，年

齢を，またこれに加えて本調査に関連する SNSの利用の

有無，インターネットおよびスマートフォンの操作の習熟

度，YouTubeの使用の有無を調査した．

4. 結果

分析には，参加した 298人の回答のうち，2つの注意力

テストのいずれかで誤答した，または 200秒以内に回答を

終えた，あるいは「SNSを使用していない」と回答した 38

名を除いた後，アンケートに明らかに矛盾のある回答をし

たと判定した 1名の結果を除いた計 259名（男性 136名，

女性 123名）の回答結果を使用した．

4.1 因子分析による便益を構成する要素の特定

ユーザーの行動意図に影響を与える便益がどのような因

子によって構成されているか (H5)を検討するため， 便

益評価尺度の回答結果について，因子分析（最尤法，プロ

マックス回転）を行なった．因子数はスクリープロットに

おいて固有値 1より高い数値を示した 4因子が妥当と判断

した．適合度検定の有意確率が 5％を超え，どの因子に関

しても因子負荷量の絶対値が基準値を満たさない質問項目

がなくなるように分析を進めた．この時，因子負荷量の基

準値を 0.35以上とした．分析の結果，21項目の質問を削

除し，最終的に表 2のような結果が得られた．

第 1因子については，「自分の居場所」，「SNSを使った

コミュニケーション」，「SNSやブログの利用がストレスの

解消手段」および「自分の考えを書き込む」等のコミュニ

ケーションに関連した便益を含んだ質問項目の負荷量が高

く，「コミュニケーション」因子と解釈した．第 2因子につ

いては，「積極的に使う」，「すぐに使ってみる」および「積

極的に活用したい」等のサービスを積極的に活用しようと

する思考に関する内容を含んだ質問項目の負荷量が高く，

「積極的なサービスの活用」因子と解釈した．第 3因子に

ついては，「設定項目は納得いくまで変更する」，「真っ先に

自分に合うように設定を変更する」，「自分にあったサービ

スを探すことに時間を厭わない」等のサービスを自分に合

うようにカスタマイズする，自分に合うサービスを追求す

るといった質問項目の負荷量が高く，「自分に合うサービ

スの追求」因子と解釈した．第 4因子については，「値段

が安くなるなら多少の不便さは気にしない」，「少しでも安

い値段をつけているサイトを選んで購入」，「ポイント還元

のあるお店のカードは迷わず作成する」等の少しでも安い

値段のものが良い，少しでも徳をしたいといった質問項目

の負荷量が高く，「直接的な利益」因子と解釈した．

各因子に対応する質問項目の信頼性を示す Cronbachの

信頼性係数（α係数）は，「コミュニケーション」因子が

0.843，「積極的なサービスの活用」因子が 0.767，「自分に

合うサービスの追求」因子が 0.717，「直接的な利益」因子

は 0.478であり，全ての因子の質問項目のα係数は 0.766

であった．因子の分割および因子の解釈は，仮説において

想定した因子の別れ方とは異なり，仮説において想定して

いた「サービスの利便性」が「積極的なサービスの活用」

と「自分に合うサービスの追求」に別れた．また，「実体的

な利益」は「直接的な利益」因子と解釈され，仮説におい

て想定していた解釈とは異なる結果となった．

これらの結果より，各因子を便益評価尺度の下位尺度と

し，また，各因子に含まれる項目の回答得点の平均を便益

評価尺度得点（上位尺度得点）とすることとした．加えて，

各因子ごとに含まれる質問項目の回答得点の平均点をそれ

ぞれ，コミュニケーション評価尺度得点，積極的なサービ

スの活用評価尺度得点，自分に合うサービスの追求評価得

点，直接的な利益評価尺度得点とし，この 4つを総称して

便益評価尺度の下位尺度得点とする．

4.2 評価尺度得点と行動意図との関係

便益評価尺度得点，プライバシー意識評価尺度得点およ

び，便益の大きさの 3つが行動意図の評価に与える影響を

分析する．便益については前節の因子分析結果に基づき作

成した便益評価尺度得点を採用し，プライバシー意識は，

プライバシー意識評価尺度の回答結果の平均点をプライバ

シー意識評価尺度得点とする．行動意図は，2つのシナリ

オの行動意図評価尺度の回答結果の平均点を行動意図評価

尺度得点とする．

4.2.1 尺度間の相関関係

「便益の評価」，「プライバシー意識の評価」，「行動意図

の評価」の各尺度間の関係，(H1)および (H2)を検討す

るため，算出した各評価尺度得点を使用し，便益評価尺度

得点，プライバシー意識評価尺度得点，行動意図評価尺度

得点の相関行列を表 3として示す．そして，便益評価尺

度の下位尺度得点と行動意図評価尺度得点との相関行列を

表 4として示す．表 3および表 4の表中の**は相関係数

は 1％水準で，*相関係数は 5％水準で有意 (両側) である

ことを示す．

表 3より，便益評価尺度得点と行動意図評価尺度得点

の相関係数は 0.284であることから，便益と行動意図には
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表 2 便益評価尺度の回答結果の因子分析結果
項目内容 M SD 第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子 第 4 因子

第 1 因子「コミュニケーション」因子（α = 0.843）

　 SNS には，自分の居場所があると感じられる 3.27 1.514 0.892 -0.007 -0.28 -0.002

　 SNS を使ったコミュニケーションは，自分の生活には欠かせない 3.60 1.716 0.749 0.036 -0.002 0.096

　 SNS やブログの利用が，日常の不満やストレスの解消手段になると感じている 3.58 1.676 0.726 0.048 -0.075 -0.011

　 SNS には，自分の考えを書き込むほうだ 3.30 1.692 0.679 0.017 0.130 -0.100

第 2 因子「積極的なサービスの活用」因子（α = 0.767）

　便利なサービスは積極的に使うほうだ 4.35 1.199 -0.015 0.835 0.009 -0.106

　便利なサービスが発表されたらすぐに使ってみるほうだ 3.38 1.362 -0.015 0.791 0.001 -0.071

　どんなサービスでも積極的に活用したいと思う 3.39 1.161 0.072 0.570 0.003 0.099

第 3 因子「自分に合うサービスの追求」因子（α = 0.717）

　サービスやアプリの設定項目は納得いくまで変更する 4.33 1.402 0.003 -0.053 0.932 0.012

　新しいサービスを使い始めるときは，真っ先に自分に合うように設定を変更する 4.49 1.330 -0.061 0.005 0.695 -0.055

　多くのサービスの中から，自分に合ったサービスを探すことに時間を厭わない 4.22 1.286 0.176 0.125 0.416 0.087

第 4 因子「直接的な利益」因子（α = 0.478）

　サービスを利用する際、値段が安くなるなら多少の不便さは気にしない 4.36 1.140 -0.124 0.056 0.134 0.541

　インターネットで商品を購入する時は、少しでも安い値段をつけているサイトを選んで購入する 5.13 1.329 0.094 -0.151 -0.083 0.483

　ポイント還元のあるお店のカードは迷わず作成するほうだ 3.85 1.519 -0.007 0.338 -0.088 0.387

表 3 便益評価尺度得点，プライバシー意識評価尺度得点と行動意図

評価尺度得点の相関行列
便益 プライバシー意識 行動意図

便益 1

プライバシー意識 0.167** 1

行動意図 0.284** -0.092 1

弱い正の相関があることがわかった．この結果から，ユー

ザーは便益を考慮しながら，プライバシー情報を開示する

かの判断をしている可能性があると考えられる．一方，プ

ライバシー意識評価尺度得点と行動意図得点の相関係数

は-0.092であるかつ有意でないことから，プライバシー意

識と行動意図には相関ないことがわかった．

また，表 4より，コミュニケーション評価尺度得点と行

動意図評価尺度得点間の相関係数が 0.166，積極的なサー

ビスの活用評価尺度得点と行動意図評価尺度得点の相関係

数が 0.311，自分に合うサービスの追求評価得点と行動意

図評価尺度得点の相関係数が 0.143，直接的な利益評価尺

度得点と行動意図評価尺度得点の相関係数が 0.130であり，

下位尺度ごとにユーザーのプライバシー開示行動に与える

影響が異なることがわかる．また，表 4より行動意図に最

も強い影響を与えている因子は，積極的なサービスの活用

因子であることがわかる．これは，シナリオにおいてサー

ビスに新たなプランが提案され，提案されたプランを積極

的に使ってみようという心理が，ユーザーの行動意図に強

い影響を与えたと考えられる．

4.3 重回帰分析による尺度間関係の分析

便益の評価，プライバシー意識の評価，便益の大きさの

各評価が行動意図の評価に与える影響および便益評価尺

度の下位尺度が行動意図に与える影響，(H1)，(H2)およ

び (H3)を検討するため，強制投入法による重回帰分析を

試みた．各変数は行動意図評価尺度得点を従属変数，便益

評価尺度得点，プライバシー意識評価尺度得点，便益の大

表 4 下位尺度得点と行動意図評価尺度得点の相関行列：第 1 因子

は「コミュニケーション」因子，第 2因子は「積極的なサービ

スの活用」因子，第 3因子は「自分に合うサービスの追求」因

子，第 4 因子は「直接的な利益」因子に対応する
第 1因子 第 2因子 第 3因子 第 4因子 行動意図

第 1因子 1

第 2因子 0.372** 1

第 3因子 0.177** 0.272** 1

第 4因子 0.066 0.342** 0.024 1

行動意図 0.166** 0.311** 0.143* 0.130* 1

表 5 便益の評価，プライバシー意識の評価，便益の大きさおよび行

動意図評価に関する重回帰分析
変数 標準化係数 β t 値 有意確率 p

定数 2.462 0.014

便益 0.309 5.125 0.000

プライバシー -0.145 -2.402 0.017

便益の大きさ 0.027 0.446 0.656

調整済み R2 乗 0.091

きさを独立変数とし，ダミー変数として便益の大きいシナ

リオを 1，便益の小さいシナリオを 0とした．分析結果を

表 5に示す．

表 5から，有意確率 p < 0.01で，便益の評価が行動意図

の評価に 0.309，プライバシー意識の評価が行動意図の評

価に-0.145の影響があることがわかった．また，便益の大

きさは有意確率が 0.656より，プライバシー情報を開示す

るかにはほとんど影響を与えていないことが予想される．

4.4 サービスへの理解度の違いによる便益の評価と行動

意図の評価の関係への影響の分析

サービスへの理解度の違いが便益の評価と行動意図の評

価の関係に影響があるか (H4)を検討するため，多変量分

散分析（MANOVA）を試みた．サービス理解度判定の質

問項目により分類した高理解度群および低理解度群に基づ

き割り当てた理解度ラベルを固定因子とし，便益評価尺度
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表 6 理解度の違いによる便益の評価と行動意図の評価に関する多変量検定

効果 値 F 値 仮説自由度 誤差自由度 有意確率

理解度の違い Pillai のトレース 0.074 10.087b 2.000 254.000 0.000

Wilks のラムダ 0.926 10.087b 2.000 254.000 0.000

Hotelling のトレース 0.079 10.087b 2.000 254.000 0.000

Roy の最大根 0.079 10.087b 2.000 254.000 0.000

表 7 理解度の違いによる便益の評価と行動意図の評価に関する被験者間効果の検定

ソース 従属変数 タイプ平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率

理解度の違い 便益評価尺度得点 9.540 1 9.540 19.152 0.000

行動意図評価尺度得点 11.288 1 11.288 4.627 0.032

得点，行動意図評価尺度得点を従属変数としたMANOVA

による分析結果を表 6，被験者間効果の検定による分析結

果を表 7に示す．さらに，高理解度群，低理解度群それぞ

れの平均値と相関係数を表 8に示す．なお，表 8における

評価尺度間の相関係数とは，各群における便益評価尺度と

行動意図評価尺度間の相関係数であり，表中の**は相関係

数は 1％水準で，*相関係数は 5％水準で有意 (両側) であ

ることを示す．表 6より，有意確率 p < 0.01で，高理解度

群と低理解度群の間に差があることがことがわかった．ま

た，表 7より，有意確率 p < 0.01で，理解度の違いは主効

果があることがわかった．表 8より，便益評価尺度得点お

よび行動意図評価尺度得点の平均値は，低理解度群より高

理解度群の方が高い数値を示している．一方，評価尺度間

の相関係数は，高理解度群より低理解度群の方が高い数値

を示している．

この結果は，サービスへの理解度の違いが，「便益の評

価」と「行動意図の評価」の関係に影響を与えるという，

(H4)を支持する結果である．

5. 議論および制限事項

5.1 議論

本稿では，合意形成プロセス支援のための，ユーザーの

便益に対する価値観を測定するための評価尺度の作成と評

価，サービスへの理解度が合意形成行動に与える影響を明

らかにすることを目的とした．

アンケート調査および因子分析により「便益の評価」に関

する 4つの因子を特定した．これらの因子とプライバシー

開示行動との相関から，各因子の中でも，「積極的なサービ

スの活用」因子が他の因子よりも強くプライバシー開示行

動に影響を与えていることが確認できた．さらに，重回帰

表 8 理解度の違いによる便益の評価と行動意図の評価に関する統

計値
高理解度群 低理解度群

便益評価尺度得点 (平均) 4.100 3.710

行動意図評価尺度得点 (平均) 3.050 2.621

評価尺度間の相関係数 0.166* 0.407**

度数 154 105

分析により，便益の評価が行動意図の評価に影響を与える

傾向があることを示すことができ，仮説 (H2)，(H5)が検

証されたことが言える．このことから，合意形成プロセス

を形成するにあたり，サービスから得られる便益が，ユー

ザーのプライバシー情報を開示するかの判断に影響を与え

ていることがわかる．

また，「YouTubeの機能を知っているか」と聞いた場合，

「知っている」という感覚は，ユーザーによって異なると考

えたため，今回のアンケート調査では「使用したことがあ

るか」という利用経験の有無を参加者に尋ねた．しかし，

このサービスへの理解度の設定では，サービスが提供する

機能は知っていても，使わないという選択をしているユー

ザーを考慮しておらず，これらのユーザーは，サービスへ

の理解度により 2つの群へ振り分けられる際に，低理解度

群に振り分けられていると考えられる．そして，サービス

への理解度が本来高いにも関わらず，低理解度群へ振り分

けられているため，低理解度群が高理解度群よりも便益評

価尺度得点と行動意図評価尺度得点の相関係数が高い数値

を示したのは，サービスの機能を知ってはいるが，使用し

たことがない人が影響を与えている可能性があると考えら

れる．この可能性以外にも，サービスから得られる機能を

理解すればするほど，参加者にとって求めているサービス

ではないことがわかり，高理解度群の相関係数の値が小さ

くなった可能性，そもそも使用したとこがない参加者は，

自身が理解していないサービスに対して自身のプライバ

シー情報を開示しようと思えなかった可能性，サービスへ

の理解度が高くなればなるほど，参加者が求めているサー

ビスからの得られる便益に満足しなかったため，プライバ

シー情報を開示しようと思えなかったという可能性が考え

られる．また，サービスの理解度の違いによる便益の評価

と行動意図の評価の関係への影響の分析により，理解度の

違う 2群間に差があることがわかった．しかし，サービス

への理解度が高い参加者ほど便益評価尺度得点が高くなる

のではなく，サービスへの理解度が高い参加者を集めて，

分析を行った場合，サービスへの理解度が低い群より高い

値を算出しただけであり，サービスへの理解度が低い参加

者ほど便益評価尺度が低いわけではない．また今回の分析
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では，「便益の評価」と「行動意図の評価」の関係とサービ

スへの理解度における因果関係はわかっていない．

5.2 制限事項

「行動意図の評価」のシナリオで提示したサービスは，

YouTubeを題材とした架空のサービスである．本来は，架

空のサービスに対する理解度を測る必要があったが，今回

の調査では題材とした YouTubeへの理解度を測定し，分

析に使用した．したがって，架空のサービスへの理解度と

YouTubeにより測定した理解度は乖離している可能性が

ある．また，架空のサービスのシナリオ作成する際には，

YouTube以上に過剰なプライバシー情報を要求しにくい

（要求した場合に過剰なバイアスが発生する）という束縛

があった．このような束縛が本検討ではプライバシー意識

と行動意図の関係に，仮説 (H1)とした負の相関が現れず，

文献 [15]といった既存研究と相反する結果となっていると

考えられる．

今後の調査では，実際に利用可能な仮想サービス等を用

いて，サービスへの理解度を測っていく必要がある．また，

今回の調査において，サービスへの理解度は，「YouTube

の機能の利用経験の有無」で提示した 8つの機能から「動

画を再生する」を抜いた 7 つの機能のうち 2 つ以上の機

能を使用したことがある参加者を高理解度群としたが，理

解度が高いか低いかを決める明確な基準を設定していな

かった．

6. まとめ

本研究では，ユーザーの便益に対する価値観や，サービス

に対しる理解度が合意形成行動に与える影響を，アンケー

ト調査を通じて明らかにすることを試みた．アンケートの

回答結果を分析し，分析結果からユーザーのサービスへの

理解度の違いが，「便益の評価」と「行動意図の評価」の関

係に影響があること示唆する結果を得ることができた．こ

の結果は，合意形成プロセスにおいて，サービスへの理解

度が合意形成プロセスに影響を与えることを示した．した

がって，合意形成プロセスを支援するのに，サービスへの

理解度が役立つと考えられる．

今後は，実際にサービスをユーザーに使用してもらい，

ユーザーのサービスへの理解度を向上させた後に，ユー

ザーのプライバシー開示行動を測定することで，従来のプ

ライバシーポリシーを読ませるといった，十分な知識を与

える方法よりも，実際にサービスを使用させる方法のほ

うがより良い合意形成プロセスであるかを調査していき

たい．
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